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◯松野委員 公明党福岡市議団を代表して、高齢者施策のうち、悪質商法被害防止について、

交通事故防止対策について、及びがん教育の推進について尋ねる。初めに、高齢者の悪質商

法被害防止について、26 年度の消費生活センター関連予算額を尋ねる。 

△市民局長 26 年度の消費生活センター関連予算は 6,923 万 7,000 円である。 

◯松野委員 高齢者が狙われる悪質商法や振り込め詐欺など特殊詐欺犯罪は、年々その手

口が巧妙化し、１人当たりの被害額も驚くほど高額化している。ことしに入り、南区の高齢

の女性が振り込め詐欺の被害に遭い、約 8,000 万円をだまし取られるという事件が発生し

ている。特殊犯罪は警察が所管しているが、本市消費生活センターに寄せられる最近の高齢

者からの相談内容の傾向を尋ねる。 

△市民局長 70 歳以上の高齢者からの相談の近年の傾向として、健康食品の送りつけに関

する相談が増加しており、公社債、ファンド型投資商品、株などの利殖商法に関する相談も

多く寄せられている状況である。 

◯松野委員 近年、特に特殊犯罪による被害が増加しているそうだが、その相談件数と被害

額の推移及び消費生活センターにおける不当請求に関する相談件数の増減傾向について、

また、本市の消費生活相談の過去３年間の高齢者からの相談件数の推移について尋ねる。 

△市民局長 県警によると、県内の特殊詐欺の認知件数は、平成 23 年が 92 件、平成 24 年

は 176 件、平成 25 年は 206 件、被害額については、平成 23 年が３億 8,935 万円、平成 24

年は９億 6,951 万円、平成 25 年は 11 億 2,564 万円となっている。本市の消費生活センタ

ーに寄せられた不当請求に関する相談の件数については、22 年度が 1,938 件、23 年度は

1,965 件、24 年度は 1,972 件となっている。また、70 歳以上の高齢者の相談件数の推移に

ついては、22 年度が 2,425 件、23 年度は 2,468 件、24 年度は 2,341 件となっている。 

◯松野委員 相談件数については、さほどふえていないが、県警の特殊詐欺の認知件数が、

平成 23 年の 92 件から平成 25 年は 206 件と倍増しており、被害額についても平成 23 年が

３億 8,900 万円、およそ４億円から平成 25 年は 11 億 2,500 万円と、驚くほどふえており、

対策が急がれるかと思っている。一昨年末、悪質商法に巻き込まれないよう、自立した消費

者を育てようと、幼児期から高齢期まで、学校や地域などで取り組みを進めるよう、国や自

治体に責務を負わせた消費者教育推進法が施行されたが、この法律の目的と意義について

尋ねる。 

△市民局長 消費者教育の推進に関する法律は、消費者教育を総合的、一体的に推進し、消

費生活の安定及び向上に寄与することを目的としており、消費者教育を推進することで消

費者みずからが公正かつ持続可能な社会の形成に参画することを目指している。 

◯松野委員 消費者教育推進法に基づき、地方公共団体に課せられる規定のうち、義務と努

力義務についてどう規定しているのか、さらに、努力義務についても実施の責務があるのか

ないのか、明確な答弁を求める。 



△市民局長 地方公共団体の責務については、その区域の社会的、経済的状況に応じた施策

を策定し実施すること、その上で、学校や地域における消費者教育の推進、人材の育成など

が規定されている。また、努力義務として、財政上の措置、消費者教育推進計画の策定、消

費者教育推進地域協議会の組織などがあるが、努力義務であってもその実施については、区

域の状況に応じて自主的かつ自立的に取り組むこととされている。 

◯松野委員 区域の状況に応じて自主的かつ自立的に取り組む中には財政上の措置も含ま

れており、本市の状況を見れば、しっかり取り組んでいかなければならないと感じている。

さらに、消費者教育推進法では、国の基本方針等を踏まえ、市でも消費者教育推進地域協議

会の組織の設置、あるいは、消費者教育推進計画の策定が努力義務となっている。神戸市の

ように、早々に消費者教育推進計画を策定し、具体的取り組みを強化している政令市もある

ように、今後、本市も本腰を入れて計画策定に取り組むべきだと思うが、本市の対応につい

て現状と今後の方針について所見を伺う。 

△市民局長 消費者教育推進地域協議会については、25 年度に消費者教育推進法に示され

た団体構成に準じて、福岡市消費生活審議会に消費者教育部会を設置し、この部会を地域協

議会と位置づけている。また、消費者教育推進計画については、今後、関係部署とも連携し

ながら、当部会及び審議会において消費者教育推進に向けた方針案を策定する予定である。 

◯松野委員 政令市で初めて策定された神戸市の消費者教育推進プランは、ことしから本

格実施となっており、中身を見ると、非常にきめ細かに、幼児期、児童期、少年期、成人期、

高齢期と、それぞれのライフステージに応じて、市民団体、消費者団体、市がどのような対

策を講じていくのかが計画されている。本市も今後、同様の計画を策定するとのことだが、

内容について尋ねる。 

△市民局長 消費者教育は、幼児期から高齢期まで生涯を通じて体系的に、また、地域、学

校、職域、家庭等のさまざまな場や、性別等の消費者の特性に応じて推進しなければならず、

また、消費者団体、事業者、地域福祉関係者、教職員、消費者など多様な主体が連携を図り

つつ、地域の実情に合わせ効果的に行うことが求められている。これらを踏まえ、本市の消

費者教育推進の方針案について、教育委員会等の関係部署と協議しながら策定する。 

◯松野委員 被害者を生まないための教育、それと同時に加害者をつくらないという教育

も大変重要である。今後、教育委員会との連携を強化して、具体的なプログラム策定に取り

組むべきだと思うが、所見を伺う。 

△市民局長 学校における消費者教育については、教育委員会と緊密な連携のもと、被害者

を生まないための教育と同時に、加害者とならないための教育についても、教員への研修や

生徒向けの講座など、具体的な事業を進めていく。 

◯松野委員 消費者被害防止に向けた具体的な取り組みについて尋ねる。本市はこれまで

出前講座や地域への情報提供、さらに、情報誌紙を活用し、さまざま啓発活動に取り組んで

いる。その中で、「悪質商法にＮＯ！ご近所ボランティア事業」を行ってきたが、その事業

内容について、また、各区で地域ボランティアを登録しているが、各区のこれまでの登録者



数及び誰が地域のどんな方にボランティア登録を依頼しているのか尋ねる。 

△市民局長 「悪質商法にＮＯ！ご近所ボランティア事業」については、高齢者被害の未然

防止のための地域力を強化する目的で 18 年度より実施してきた事業で、高齢者の見守りを

してもらえる方をご近所ボランティアとして登録し、チラシ配布やふれあいサロンなどで

のミニ講座において悪質商法の手口と対処法を地域で伝達してもらうとともに、消費生活

センターへの相談が必要と思われる方にはその仲介をしてもらうものである。登録につい

ては、消費生活センターが各区自治協議会、民生委員児童委員協議会、その他福祉団体等に

対して呼びかけを行い、現在、東区 33 名、博多区 56 名、中央区 30 名、南区 35 名、城南

区 19 名、早良区９名、西区 25 名の全 207 名の方が登録している。 

◯松野委員 平成 25 年から、消費生活サポーターと名称を変更して制度拡大を行うという

ことになったが、民生委員にはいつ、どのように告知したのか。 

△市民局長 名称変更に伴う制度の再周知と、サポーター登録の案内を各区自治協議会、民

生委員児童委員協議会に行っている。自治協議会７区会長会では、平成 26 年１月末に説明

を行い、その後、各区の自治協議会連絡会議等において説明を行っている。民生委員児童委

員協議会へは、２月初旬に理事会において制度の趣旨説明を行っており、その後、各区協議

会、地区協議会へ伝達してもらっている。 

◯松野委員 札幌市では、消費者被害防止ネットワーク事業を実施し、地域や関係機関との

協力関係構築の中で、地域の高齢者、障がい者の被害防止策に取り組んでいる。本市が校区

関係者など地域役職と兼務したボランティア活動を推進している点と違い、あくまでも消

費者犯罪防止に特化した消費生活推進員が、有償ボランティアとして、市内全体で 55 名登

録されている。主な仕事の内容は、関係機関からの依頼を受けて、被害者宅を訪問し、実態

を調査すること、軽易な相談に対しては助言や、弁護士会などの機関を紹介すること、事業

者との直接交渉が必要なほど複雑なケースの場合は、事業者と直接交渉や消費生活センタ

ーと連携すること、関係機関と日常的に連携をとること、未然防止のため地域での出前講座、

ミニ講座を実施していくこととなっている。このような業務を通じて、地域包括支援センタ

ーや介護予防センター、居宅介護支援事業所、障がい者相談支援事業所、民生委員、児童委

員、町内会などとの協力体制をつくる中で、消費者トラブルの未然防止に努めている。いわ

ば地域でのコーディネート役として活躍されているわけだが、民生委員が日常業務を抱え

ながら悪質商法防止のための活動を兼務することについて、率直にどう感じているか、所見

を伺う。 

△保健福祉局長 今後、本市では、急速に高齢化が進んでいくが、地域で高齢者を支えてい

くためには、住民からの相談を受け、必要な支援を行う民生委員の役割がますます重要にな

ると考えている。一方、民生委員の業務は近年増加しており、さらに、コミュニティの希薄

化等により対応が困難な事例もふえていることから、その負担軽減は大きな課題であると

認識している。そのような中、新たに民生委員に業務を依頼することについては、福岡市民

生委員児童委員協議会とも十分に協議しながら検討していく必要があると考えている。 



◯松野委員 今、現場では民生委員のなり手がなく困っている現状があり、本当に民生委員

の実態を知っているのかと思う。乳幼児期から高齢者まで、地域住民に寄り添いながら奔走

されており、何でも地域役員や民生委員に依頼すればいいというものではないと思う。ある

民生委員は、先月配布された消費生活サポーター告知の用紙１枚を目にし、何の説明もお願

いもなく、消費生活サポーターと名称を変更して活動していくことになったとの案内とな

っており、これを見たら、強制ではないと言いながら自分たちがやらざるを得ないと感じて

おられる。しかも、６月から養成講座を実施すると書いてあり、本当に唐突感があったとの

ことで、これ以上新たな仕事をふやされても困ると言っていた。これは、仕事がふえること

への不満ではなく、責任を果たせないことへの不安である。今後も地域役員の皆さんは、児

童虐待、高齢者の見守りや地域包括ケアの参加など、日常業務に加え、大変責任が重い使命

を地域で担い続けなければならない。札幌市に限らず、高齢者の悪質商法の被害防止に先進

的に努める都市は、ほとんどが被害者防止に特化したスタッフを地域に配置しており、この

スタッフが地域で高齢者を消費者被害から守る核として存在することによって、民生委員

や町内会の皆さんが安心してこのスタッフに相談や訪問を任せることができ、地域のネッ

トワークがより効果的に機能するのではないかと思う。安心して豊かな人生の終幕を迎え

ることこそ、今、地域が懸命に取り組んでいるテーマであり、高齢者の課題一つ一つの解消

のために、行政からのきめ細かなサポートは不可欠である。特に、老後の暮らしの貴重な糧

が悪者に盗まれてしまう高齢者の悪質商法被害はあってはならない事件であり、本市とし

ても、札幌市の例などを参考にして消費者被害防止に特化したスタッフの配置を検討すべ

きではないかと思うが、今後の取り組みに関し、明確な答弁を求める。 

△市民局長 消費生活サポーター制度は、高齢者の日常の見守りをしてきた方の中で、制度

に理解を示された方をサポーターとして登録し、消費生活センターからの悪質商法被害の

未然防止のための情報提供を日々の見守りの中で伝達してもらうとともに、悪質商法被害

を発見した場合にセンターへの相談、仲介等を行ってもらうものである。サポーターへの登

録は強制的なものではなく、申し込みを受けて行うものであるが、消費生活サポーターの名

称変更に伴う制度の再周知を行う際、その部分の説明が不足したことで、一部の地域の民生

委員に心配をかけたことについては、おわび申し上げる。高齢者の悪質商法被害の未然防止

のためには、高齢者見守りの中核を担っている民生委員の協力は今後も必要と考えるが、民

生委員への負担が大きくならないよう努めるとともに、出前講座等においてサポーター制

度を案内するなど、民生委員以外の方の人材の発掘にも努めていきたいと考えている。また、

札幌市などの特化したスタッフの配置についても、その効果を検証し、地域における高齢者

見守りネットワークの構築のあり方について検討していきたい。 

◯松野委員 高齢者の交通事故防止対策について、26 年度の交通安全対策関連予算額を尋

ねる。 

△市民局長 26 年度の予算額は、自転車安全利用推進や飲酒運転撲滅対策などの交通安全

啓発経費として 4,400 万円余、各区が行う区交通安全対策推進事業費として 4,800 万円余、



合わせて 9,200 万円余を計上している。 

◯松野委員 政府広報によると、近年、交通事故による死亡件数は減少する一方、65 歳以

上の高齢者が全体に占める割合が年々増加し、平成 24 年は 51.3％と過去最悪を記録した。

３日前の３月 17 日、県内の交通事故死亡者が急増して、福岡県警は交通事故抑止緊急対策

会議を招集したそうである。地区別では、本市を含む周辺市町村が前年比７人増加し、合計

19 人と最も多く、夜間の道路横断中と合わせ、高齢者の横断中の事故が多かったそうだが、

これまで本市はどのような対策をとってきたのか尋ねる。 

△市民局長 本市では、交通安全対策の重点課題の一つとして、子どもと高齢者の事故防止

を掲げ、四季の交通安全運動期間中などに各区において街頭啓発キャンペーン等を実施し

ている。また、高齢者交通安全教室や出前講座を実施しており、24 年度は合わせて 56 回実

施し、参加者合計 3,033 人となっている。 

◯松野委員 高齢者の交通事故死亡内訳として、歩行中の事故死が最も多く、ほぼ半数、次

いで自動車乗車中、自転車乗車中となっている。本市内でも、歩道のない道路横断中の事故

が多いのではないかと思われるが、本市内の交通事故のうち歩行者の交通事故の状況につ

いて、また、そのうち高齢者の状況について尋ねる。 

△市民局長 平成 25 年中の市内の交通事故発生件数は１万 2,643 件で、そのうち歩行者の

交通事故発生件数は 1,209 件であり、高齢者は 241 件となっている。また、交通事故の死者

数 28 人のうち高齢者の死者数は 14 人で、全体の 50％を占めている。 

◯松野委員 本市でも全国と同じように死亡事故の半数が高齢者となっているが、各区別

の高齢者の歩行者の交通事故発生件数はどうなっているか、区ごとの状況を尋ねる。 

△市民局長 各区別の高齢者の歩行者の交通事故発生件数については、東区 43 件、博多区

36 件、中央区 40 件、南区 48 件、城南区 21 件、早良区 31 件、西区 22 件、合計 241 件と

なっている。 

◯松野委員 皆さんも自動車の運転中に、信号機も横断歩道もない目の前の道路を高齢者

がゆったりと当たり前のように横断する光景を見て、どきっとした経験があると思う。高齢

者は、歩道も信号機もなかった時代の感覚で道路を横断しているのではないかと思うが、歩

行者の事故の傾向について尋ねる。 

△市民局長 歩行者の事故の傾向については、歩行者の交通事故 1,209 件のうち、横断歩道

での事故が 313 件と最も多く、次いで、その他横断中が 289 件、横断歩道付近が 43 件など

となっている。 

◯松野委員 最近は、自転車の運転マナーが悪くなったと実感しており、歩道を歩いていて

も、走る凶器ではないかというぐらい危険を感じることがある。例えば歩道を猛スピードで

飛ばしてきたり、自転車が体に触れたりということもしょっちゅうあり、いわゆる歩きスマ

ホの自転車版など対向する歩行者を全く見ていなかったり、普通に歩行しているにもかか

わらず、危険なことは日常的にたくさんある。また、横断歩道を歩行していても、高齢者や

児童が運転手の不注意により自動車に巻き込まれる事故も発生している。歩道以外での事



故や信号機の無視は、ほとんどが歩行者自身による交通ルール違反が多いとも聞いている

が、政府広報によると、高齢者の違反や違反に伴う事故の背景には、老化に伴う体力の低下、

あるいは判断力の低下など、個人差はあっても高齢者特有の事情があると指摘されている。

若年層はとっさの判断で危機回避も可能だが、高齢者にとってはまさに命取りになる。福岡

県警が緊急会議を招集するくらい喫緊の課題となっている高齢者の交通事故防止対策とし

て、当面、どのように取り組んでいくのか。 

△市民局長 ことしに入り交通事故死亡者が急増し、特に高齢者の死者数が全死者数の約

６割を占め、夜間の道路横断中に被害に遭うケースが多くなっており、憂慮すべき状況であ

ると認識している。本市としても、関係機関と連携し、ドライバーには前方の安全確認や早

目のライト点灯など、歩行者に配慮した安全運転に呼びかけるとともに、歩行者には、左右

の安全確認や夜間外出時の反射材着用の注意喚起を行うなど、事故防止対策を進めていき

たいと考えている。 

◯松野委員 近年、市内の都市計画道路や国道整備の進捗は、大幅な利便性向上をもたらし

たが、同時に、地域によっては、生活環境が以前に比べて大きく変わってしまい、特に高齢

者の生活には大変な影響を及ぼしている側面も忘れないでもらいたい。事実、南区の花畑校

区においては、外環状道路整備により校区が分断され、横断禁止箇所を横断する市民を数多

く見かけ、大変危険を感じている。このように、車の通行量が多く、横断禁止箇所である大

通りを高齢者が歩行横断する状況を、本市は把握しているか。 

△市民局長 外環状道路整備後において、信号機のない箇所を歩行者が横断するケースが

散見されることは認識しているが、周辺地域から高齢者の交通安全に関する要望などは特

に上がっておらず、区役所においても把握していない。 

◯松野委員 地域から要望が上がっていなくても、高齢者の道路の横断が大変危険だとい

うことは誰もが感じているはずである。高齢者の道路横断中の事故防止など交通安全対策

のために、本市は出前講座を行っているのか。行っていれば、その内容を尋ねる。 

△市民局長 本市では、高齢者の交通安全教室などの出前講座を、地域や団体からの申請に

応じて実施している。出前講座では、高齢者の交通事故が多発していることや、歩行者と比

較した車の速さ、夜間や悪天候時の視界の悪さなどを説明し、交通安全を呼びかけるととも

に、反射材を配布し、夜間歩行時についても注意を呼びかけている。 

◯松野委員 24 年度の出前講座の実績は 56 回であり、本市の校区全体から見れば約３分

の１で、まだ３分の２の地域では実施されていないことになる。本市は、自治会や地域団体

から出前講座の申請があって初めて講座に出向いていくため、ひとり暮らしの高齢者など、

本当に交通安全の啓発をしなければならない人たちに声が届かないのではないか。もっと

積極的に出前講座を実施すべきと思うが、所見を伺う。 

△市民局長 高齢者を交通事故から守ることは、本市の交通安全対策の重点課題でもある

ことから、自治協議会や老人クラブ等を通じ、交通安全教室の実施を市側から積極的に働き

かけていきたい。 



◯松野委員 国道 202 号外環状道路の完成によるデメリットとして、地域幹線道路や交差

点の慢性渋滞は依然として解消されておらず、新たに生まれた課題として、横断歩道の信号

機は待ち時間がとにかく長くなった。これは、定周期式信号機のみならず、押しボタン式信

号機も同様以上に大変長い。これでは、車の往来が少ないときに横断歩道のない箇所を横断

したくなるのも無理はない。特に、夜間は、歩道のないところを渡る住人が大変ふえている

が、夜間の自動車のスピードは、昼間に比べると相当速くなっており、危険度は何倍にも高

まる。これまで、地域から信号機の待ち時間について改善を求める声が多くあり、いろんな

機会を通じて各方面にお願いをしてきたが、外環状道路の押しボタン式信号機の周期の見

直しについて、これまで本市から県警へ要望したことの有無について、また、その回答につ

いて尋ねる。あわせて、交通事故を未然に防ぐ対策として、押しボタン式信号機の周期の見

直しについて検討されたいが、所見を伺う。 

△市民局長 これまで本市から県警に対して、外環状道路の押しボタン式信号機の周期の

見直しについて要望した実績はないが、高齢者の交通事故を未然に防ぐため、地域と一緒に

なって南警察署及び県警に対し、改善要望を行い、速やかに協議を進めていきたいと考えて

いる。 

◯松野委員 幹線道路の車の円滑な通行も大事ではあるが、沿線で生活する住民の安全対

策にも視点を置いてもらいたい。外環状道路ができて大変便利にはなったが、沿線の景観が

画一化して地域の色がなくなったとの声も聞く。特に、都市高速道路の大きな橋脚の無機質

さがそれを一層助長しているのではないかと感じるが、このスペースを活用して、外環状道

路の沿線住民が禁止箇所の道路横断の危険性を認識し、横断の減少につながる取り組みが

できないか。例えば市民に交通安全のデザインやキャラクター化を呼びかけて、ポスターや

ステッカーを作製したり、校区の児童が描いた絵や標語などを外環状道路の中央分離帯に

ある都市高速道路の橋脚や市内の交通事故多発地点に張りつけ、交通安全マナー遵守を呼

びかけるなどの工夫も考えてはどうか。 

△市民局長 市民や児童から交通安全の絵や標語などを募集し、活用することは、啓発効果

も高くなることから、有効な啓発手法ではあるが、都市高速道路の橋脚にポスターなどを貼

付することについては、屋外広告物条例において、道路交通の安全を阻害するおそれのある

広告物または掲出物件を表示し、または設置してはならないとされており、一定の制限があ

るものと考えている。 

◯松野委員 屋外広告物条例は昭和 47 年に制定されており、根拠法である屋外広告物法は、

昭和 24 年制定と、大変古いものである。しかし、この屋外広告物条例には、国または地方

公共団体が公共目的を持って表示する広告物またはこれの掲出物件は適用除外と規定して

いるため、大丈夫ではないかと思っている。今、道路沿線にパチンコ店や商業施設などが軒

を並べている現状において、道路安全をうたうものだけが屋外広告物条例に違反するとい

うのも時代おくれだと感じており、屋外広告物条例の見直しについても要望をしておく。広

告物の設置について、道路交通法にはどのように規定されているのか。 



△市民局長 道路交通法では、道路に広告板等の工作物を設けようとする者は、その場所を

管轄する警察署長の許可を受けなければならないと規定されており、当該申請に係る行為

が現に交通の妨害となるおそれがないと認められるときは、所轄警察署長は許可しなけれ

ばならないと規定されている。 

◯松野委員 高齢者を交通事故から守るために、地域の協力も得ながら、まずは本市におけ

るリーディングケースとして認めてもらえるよう、警察署に働きかけをしてもらいたいが、

所見を伺う。 

△市民局長 近年、高齢者の歩行中の事故による死亡者数が増加しており、深刻な問題であ

ると考えている。特に、一部の校区における外環状道路の押しボタン式信号機付近は危険な

状況にあるため、押しボタン式信号機の周期の見直しについて県警に要望するとともに、都

市高速道路の橋脚に啓発ポスターを掲出することについても、高齢者を交通事故から守る

ため、地域の協力を得ながら、県警や道路管理者等の関係機関と協議していきたいと考えて

いる。 

◯松野委員 高齢社会が進展し、国も地方もさまざまな制度の見直しや再構築をしている

中において、本市も、誰にも優しいユニバーサル都市・福岡と銘打ち施策を展開しているが、

交通死亡事故の半数以上が高齢者となった時代に合わせた地方公共団体の取り組みとして、

単に一つの事例の解決ということではなく、関係部局と連携し、地域社会の交通安全を全市

的な共通課題として、ぜひ認識されたい。前例にとらわれることなく、高齢者の交通事故防

止を本市の交通安全対策の重点課題として、これまでの事業内容を見直し、本気で取り組ん

でもらいたいと思うが、高齢者の死亡事故をなくす交通安全対策について高島市長の決意

を伺う。 

△市長 高齢者の交通安全対策については、本格的な超高齢社会の到来により、自転車の安

全利用や飲酒運転の撲滅とともに重要な課題であると認識している。特に、高齢者の交通事

故発生件数が年々増加していることや、死者数が全交通事故死者数のおよそ半数を占めて

いることから、その対策が強く求められているものと感じており、地域や県警などとも連携

しながら、道路交通環境の整備や交通安全教室の開催など、高齢者を初め、広く市民に交通

ルールの遵守と正しい交通マナーの実践を呼びかけるとともに、児童が描いた絵や標語に

よる啓発など、新しい取り組みについても検討し、積極的に交通事故防止に取り組んでいく。 

◯松野委員 がん教育の推進について、26 年度の健康教育関連予算額を尋ねる。 

△教育長 26 年度の健康教育にかかわる予算額については、全ての市立学校・園において

健康教育を含む特色ある教育推進事業を実施しており、その予算額は 1,526 万 1,000 円とな

っている。 

◯松野委員 平成 19 年に施行されたがん対策基本法による基本計画に基づき、日本のがん

対策は徐々に進んできた。昨年、基本計画策定から５年が経過し、新たな課題への取り組み

を含む新基本計画が決定し、平成 24 年から 28 年まで向こう５年間のがん対策の国の方向

性が明確に示され、その方向性は、がん患者を含む国民ががんを知り、がんと向き合い、が



んに負けることのない社会を目指すというものである。本年１月、衆議院の代表質問におい

て、公明党ががん教育推進を求めた質疑に対し、安倍総理は、がん教育の全国展開は着実に

進めていくと答弁し、今後、学校現場において児童生徒に対し、がん教育を具体的にどう取

り組むのか、注目と議論が高まっているが、現在行われている義務教育期間中のがん教育に

ついて、本市はどのような学習を行っているのか。 

△教育長 義務教育におけるがんの教育については、小学校６年生と中学校３年生で喫煙

とがんの関係について学習している。小学校６年生では、喫煙を長い間続けると肺がんにか

かりやすくなることについて触れるようにしており、中学校３年生では、常習的な喫煙によ

り肺がんなどさまざまな病気を起こしやすくなることを理解できるようにしている。 

◯松野委員 これまでは、がんのメカニズムについて中心的に学習してきたようであるが、

ほかに児童生徒の心身の成長に極めて深刻な影響を与える飲酒、喫煙、薬物乱用などの課題

に対し、本市はこれまで何をどのように取り組んできたのか、本市の実績を尋ねる。 

△教育長 飲酒、喫煙、薬物乱用の低年齢化に対する取り組みについては、毎年全ての小中

学校で総合的な学習の時間や特別活動などの時間に、学校薬剤師や警察職員など専門的な

知識を有する外部講師を招聘するなどして、飲酒、喫煙、薬物乱用防止学習を実施している。 

◯松野委員 児童生徒の健全育成に向け、飲酒、喫煙、薬物乱用など、これまでの学習につ

いては、今後、さらに継続するよう要望する。がん教育の推進については、平成 24 年６月

議会において、我が党の川辺議員が紹介した日本対がん協会が作成したＤＶＤ「がんちゃん

の冒険」について学校現場での活用を要望し、酒井教育長より活用するとの答弁があったが、

その後の学習内容や活用状況及びその効果等を尋ねる。 

△教育長 がんの予防教育ＤＶＤについては、がんに対する正しい知識と規則正しい生活

習慣を身につけることや、がんの早期発見、早期治療の大切さなど、わかりやすくまとめら

れた内容となっている。25 年度においては、中学校 13 校でモデル的に活用しており、生徒

の興味、関心を高め、生活習慣を見直すきっかけにもなっている。 

◯松野委員 日本人の長寿命化の進展、食生活の欧米化、さらにライフスタイルの変化は、

生活習慣病として顕在化し、その中でもがんは国内において３人に１人が死亡に至るいわ

ゆる国民病として国内医療における最大の課題となった。平成 18 年１月 24 日、公明党の

神崎武法元代表は、衆議院本会議においてがん対策の法制定を初めて提唱し、同年６月 16

日、衆議院において全会一致で可決成立した。がん対策推進基本法制定以来、がん検診の助

成、無料クーポンの配布、さらに、胃がんの主な要因とされるピロリ菌除菌に際し、全額自

己負担から保険適用への転換が実現する等、公明党は一貫してがんという国民病を乗り越

えるための具体案を提唱し続けてきた。また、医学界をリードする医療従事者、医療周辺関

係者の連携による検討と実践は、がん対策の大幅な進展に寄与し、これらの功績に大いに敬

意を表する。以後、国の矢継ぎ早の政策展開や地方による実施計画の策定、周知の徹底、あ

るいは学校現場での学習効果により、国民の健康やがんに対する意識は大きく変化しつつ

あり、今後一層の国民挙げての意識改革が求められている。そのような中、がん基本計画で



は、がん教育について、学校現場において健康教育として進められてはいるものの、がんそ

のものとがん患者に対する理解がいま一つ進んでいないと指摘している。がんは、生活習慣

とかかわりの深い病気であり、子どものころから望ましい生活習慣を身につけることが大

切である。昨年５月、がん対策本部が下村文部科学大臣に、がん教育に関する要望書を提出

し、間もなく公益財団法人日本学校保健会に設置したがんの教育に関する検討委員会が立

ち上がり、先月、最終報告の取りまとめが行われたが、その方向性について、今後、国はが

ん対策への取り組みに際し、どのようながん教育の目標を定めているか尋ねる。 

△教育長 国が定めるがんの教育の目標については、文部科学省の補助を受けて公益財団

法人日本学校保健会に設置したがんの教育に関する検討委員会の報告書によると、がんに

関して正しく理解できるようにすること、命の大切さについて考える態度を育成すること

となっている。 

◯松野委員 これまでにない新たな視点は、命の大切さを育む、そして、がん教育を通じ、

がんを正しく理解し、命の大切さを考える態度を育成するというものであるが、国は、目標

実現に向け、具体的にどのような取り組みを進めるとしているのか。 

△教育長 今後の国の取り組みについては、文部科学省は、がんの教育に関する検討委員会

の報告を受け、26 年度からがんの教育総合支援事業を実施することとしている。その中で

は、文部科学省の委託を受けた都道府県、政令市の教育委員会が、がんの教育に関する計画

を作成し、教育委員会が指定する中学校、高等学校において、外部講師による指導、地域と

連携した研修会、教育教材の開発など、がんの教育の推進に向けてモデル事業に取り組むこ

ととなっている。 

◯松野委員 東京都内や都道府県、政令市など、がん教育の取り組みを始めている都市の先

進事例について、都市名や事業概要を尋ねる。 

△教育長 がんの教育の先進的な事例については、東京都の豊島区において、教育委員会が

主体となって小中学生を対象に独自の補助教材と指導書を作成している。また、東京都の荒

川区と埼玉県では、保健関係部局が主体となって、小中学生や女子高校生を対象に、学校、

医療従事者、がん患者などが連携して、出前授業を実施している。 

◯松野委員 全国でも学校現場の先生方は手探りで授業を行っているようであり、それは、

教科書には、がんとかがん教育という表記がないためである。先ほど触れた「がんちゃんの

冒険」に続き、新たに東大病院の中川恵一准教授が監修したＤＶＤ「がんってなに？いのち

を考える授業」も製作された。がん教育推進に当たっては、先生方の共通理解を図ることが

大変重要だと思うが、先生方の指導法確立に向けた具体的取り組みについて尋ねる。 

△教育長 指導法の確立に向けた取り組みについては、毎年実施している教育課程に関す

る説明会において、保健体育科の担当者に対してがんの教育の留意点などの説明を行って

いる。今後は、モデル校での実践を各学校に紹介するとともに、がんの予防教育ＤＶＤの活

用をさらに図っていく。 

◯松野委員 がんは、子どもから大人まで年齢を選ばず、きのうまで元気だった家族や友人



が突然がんと診断されるリスクを、全ての人が背負っている。家族や友人、あるいは自分自

身に突然襲いかかるがんと向き合う患者の姿には、患者の闘病の数だけ多くのドラマがあ

る。教師だけが単にがんを教えるのではなく、医療者や、あるいは世代を超えたがん経験者

などとの協力関係の構築が重要だと思う。さまざまな関係者との交流の中で初めて知らさ

れるがんの現実の姿が児童生徒の琴線に触れ、自他ともの命の重さやかけがえのなさ、さら

に、他人への思いやりを学んでいくのではないか。東京都豊島区が作成した教材の中でも、

絵や写真を使いわかりやすく解説し、さらに、実際にがんになった患者自身が動画で体験談

を語るなどの工夫をしている。本市においても、これまでがんに特化した授業が行われてい

なかったため、児童生徒が活用できるがん教育に関する教材が必要だと思うが、本市独自の

教材はあるのか、また、今後、作成するつもりなのか尋ねる。 

△教育長 がんの教育に関する教材については、本市の人権読本「ぬくもり」中学校版にお

いて、中学校２年生の少女が骨肉腫と闘いながら命の大切さについて書いた作文を教材と

して使用している。今後は、東京都の豊島区が作成した先進的な教材を参考にしながら、が

んの教育の教材のあり方について検討していく。 

◯松野委員 関東のある学校で行われたがん授業での子どもたちに対するアンケートを紹

介する。自由な感想ということで、５年１組の生徒は、「自分のひいおばあちゃんががんで

死んでしまって、がんになった人はほとんど死んでしまうと思ったけれど、本当は半分以上

の人が治って生きていると聞いて安心しました。そして、がんが年をとるほどなりやすい理

由を教えてもらってよかったです」「私は、がんになったら死んでしまうと思っていました。

今回の授業で、がんは治すことができる病気とわかりました。ふだんの生活でも大きな病気

にかかわることがあるんだなと思いました。それから、命がどんなに大切かを知ることがで

きたので、これからは今まで以上にもっと大切にしたいです」「がんを予防するには今から

早寝早起きや、バランスよく食べるということをやろうと思います。大人になってもたばこ

を吸わずに、お酒も少しにしていこうと思います。何年後かには、がんになる人が少しでも

減っているといいと思います。自分自身もならないように気をつけます。全部は理解できな

かったけれど、よい経験になったと思います。中川先生やこの企画をつくってくれた方に感

謝します」「免疫をふやすにはどうすればという質問に、ストレスをなるべくためないよう

にすればいいと答えてもらったので、これからはストレスをためず、楽しく生きていきます」

「野菜は嫌いですが、バランスよく食事を食べることが大事だとわかったので気をつけま

す」それから、６年１組の生徒は、「がんは治る可能性は低いと思ったけれども、６割は治

ると聞いてびっくりしました。質問では、一番治りにくいがんは膵臓がんだと教えてもらい

ました。こういう機会はめったにないのでうれしかったです」など、児童生徒たちの本当に

生の声が、このがん教育の効果としてたくさん寄せられた。学校現場や先生方の取り組みと

ともに、教育委員会にもぜひ学校支援をしてもらいたいが、がん教育の推進に向けて、教育

委員会は学校をどのように支援していくのか答弁を求める。 

△教育長 学校に対する支援については、引き続き、がんの教育の指導方法について説明会



を開催するとともに、モデル校の取り組みに対して支援を行っていく。また、今後は、がん

の専門的な知識を有する関係者や医療機関などと連携を図りながら、専門家などの外部講

師を活用した出前授業の実施に向けて取り組んでいく。 

◯松野委員 最後に、命の大切さを育むがん教育の推進に向け、酒井教育長の所見を伺う。 

△教育長 児童生徒が、がんや命の大切さについて正しく理解するとともに、みずからの健

康を適切に管理し、がんの予防や早期発見に向けた行動をとることは重要であると認識し

ている。今後は、文部科学省によるがんの総合教育支援事業への応募について検討するとと

もに、各教科の学習や特別活動、総合的な学習の時間、道徳の時間などを柔軟に活用し、が

んの教育の充実に努めていく。 

 


